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─日本における法治主義の一断面─
Ⅰ　問題の所在
Ⅱ　関 係 法 令
Ⅲ　原子炉の定期検査
　　（以上，10 巻 4 号）
Ⅳ　再稼動の申請
　　（以上，本号）
Ⅴ　結 論
　本稿における法令類の略称は，次の通りとする。
原子炉等規制法：核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和 32 年法律第
166 号）
実用炉規則：実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則（昭和 53 年通商産業省令第 77 号）
電事法：電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）
電事規：電気事業法施行規則（平成 7年通商産業省令第 77 号）
技術基準省令：発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令（昭和 40 年通商産業省令第
62 号）
保安省令：原子力発電工作物の保安に関する省令（平成 24 年経済産業省令第 69 号）
設置許可基準規則：実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する
＊中央大学法科大学院教授，弁護士
∽ 研 究 ∽
安　念　潤　司＊
36 第 11 巻第 1号（2014）
規則（平成 25 年原子力規制委員会規則第 5号）
技術基準規則：実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（平成 25 年原子
力規制委員会規則第 6号）
平成 2年指針：発電用軽水型原子力施設に関する安全設計審査指針（平成 2年 8月 30 日原子
力安全委員会決定）
設置法：原子力規制委員会設置法（平成 24 年法律第 47 号）
Ⅳ　再稼動の申請
1．問題の所在
　現在，マスコミ報道等の表現に倣えば，電力各社から原子力規制委員会に対して原子
炉の「再稼動の申請」がなされている。本稿再校時点（2014 年 6 月 4 日）では，以下の
9社 18 機である。
表 11　「再稼動の申請」中の原子炉
申請者 審査対象原子炉 申請日
北海道電力 泊発電所 1・2号機 2013 年 7 月 8 日
同 同 3号機 2013 年 7 月 8 日
関西電力 大飯発電所 3・4号機 2013 年 7 月 8 日
同 高浜発電所 3・4号機 2013 年 7 月 8 日
四国電力 伊方発電所 3号機 2013 年 7 月 8 日
九州電力 川内原子力発電所 1・2号機 2013 年 7 月 8 日
同 玄海原子力発電所 3・4号機 2013 年 7 月 12 日
東京電力 柏崎刈羽原子力発電所 6・7号機 2013 年 9 月 27 日
中国電力 島根原子力発電所 2号機 2013 年 12 月 25 日
東北電力 女川原子力発電所 2号機 2013 年 12 月 27 日
中部電力 浜岡原子力発電所 4号機 2014 年 2 月 14 日
日本原子力発電 東海第二発電所 2014 年 5 月 20 日
（https://www.nsr.go.jp/activity/regulation/tekigousei/power_plants.html）
　これらの申請に対して，許認可あるいはその拒否等の応答は，上記時点では一件もな
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されていない。しかしすでに本稿Ⅲで見たように，国内の原子炉の大部分は定期検査中
であり，したがって，その運転を停止させるほかない検査工程が終了すれば当然に（適
法に）「再稼動」をなし得るのであった。ではなぜ電力各社は，改めて再稼動を申請し
なければならないのであろうか。
2．設置許可の（再）申請か
　すでに縷説したように，設置法附則によって原子炉等規制法は大幅に改正されたが，
その改正には，原子炉の設置許可および許可基準に関する規定も含まれている。すなわ
ち A期の原子炉等規制法 23 条，24 条は，まず設置法附則 15 条によって第一段の改正
がなされて，原子炉の種類ごとに異なっていた許可権者が原子力規制委員会に一本化さ
れ，続いて同法附則 17 条によって第 2段の改正がなされて，発電用原子炉の設置許可・
許可基準に係る規定が，新設の原子炉等規制法 43 条の 3の 5および 43 条の 3の 6に移
されて現在に至っている。この間の規定の変遷は，別表 4に示す通りである。
　なお，17 条改正後の原子炉等規制法 43 条の 3の 6は，さらに設置法附則 18 条によっ
ても改正された。しかしこれは，同条によって原子炉施設の安全性自主評価に係る原子
炉等規制法 43 条の 3の 29 が設けられたことに伴う極く技術的な改正にすぎず，許可の
要件を加重あるいは変更するような実質的内容を有するものではない。
　さて，許可要件の中軸たる安全性について定める（C期までの）原子炉等規制法 24 条
1 項 4 号と（D期以降の）同法 43 条の 3の 6第 1項 4号とを比較してみよう。そうする
と，「発電用原子炉施設の位置，構造及び設備が核燃料物質若しくは核燃料物質によつ
て汚染された物又は発電用原子炉による災害の防止上支障がないもの」とは具体的に何
を指すかの定めが，後者では法規命令たる原子力規制委員会規則に委任されているのに
対して，前者では，そうした法規命令への委任がなく，発電用原子炉の位置・構造・設
備の規制が，法的には，法律本体の規定だけで完結していることがわかる。
　もちろん，許可の基準が，文字通りに法律の規定しかなければ，主務大臣としては判
断のしようがないし，主務大臣から意見を聴かれる原子力安全委員会も，何を語るべき
かに窮するであろう。そこで，実際には，原子力安全委員会の内規という形で，多くの
指針類が作られていた。その中でも特に重要なのが，安全設計審査指針であり，原子炉
設置許可申請に対する主務大臣・原子力安全委員会の判断の基準の中心をなしていた。
同指針は，はじめ 1970 年に制定された後，1990 年に大幅に改訂され（それが平成 2年指
針である），基本的にはそのままの規定振りで東日本大震災を迎えた。D期以降の原子
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炉等規制法 43 条の 3の 6第 1項 4号の委任に基づいて制定された原子力規制委員会規
則たる設置許可基準規則の内容は，容易に予想されるように，平成 2年指針をその後の
知見を加えて大幅に拡充したものである。別表 5で，両者の内容を簡単に比較対照して
あるが，設置許可基準規則で，いわゆるシビア・アクシデント対策に係る「第 3章　重
大事故等対処施設」が加えられたことが著しい変更点であることが知られよう。
　このように，設置許可基準の内容およびそれを定める法形式に重大な変更があった以
上，既存の発電用原子炉についても，改めて設置許可（という表現をとるか否かはともか
くとして）の申請を出させて新しい基準に照らし当該発電用原子炉の運転を認めるか否
かを審査するという仕組みをとることも，立法政策上の選択肢としては充分考えられ
る。もしそうした立法政策がとられているのであれば，申請に対する許可処分がなされ
てはじめて原子炉を適法に（再）稼働させることが可能になるはずであろう。では電力
各社は，改めて原子炉の設置許可を申請して，設置許可基準規則に則った審査を受けな
ければならず，そして，それが世にいう再稼働の申請なるものなのであろうか。
　結論からいえば，そうではない。設置法附則に 15 条改正，17 条改正に係る所要の経
過規定が設けられているからである。
第 19 条①　この法律の施行の際現に附則第 15 条の規定による改正前の核原料物質，核燃料物
質及び原子炉の規制に関する法律……第 23 条第 1項……の規定によりされている許可……
は，……附則第 15 条の規定による改正後の核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関
する法律……第 23 条第 1項……の規定によりされた許可……とみなす。
②　（略）
第 22 条①　附則第 1条第 4号に掲げる規定の施行の際現に第 4号旧規制法第 23 条第 1項……
の規定によりされている許可……であって旧発電用原子炉に係る旧原子炉設置者に係るもの
は，……第 4号新規制法第 43 条の 3の 5第 1項……の規定によりされた許可……とみなす。
②　（略）
　上記の設置法附則 22 条 1 項にいう「第 4号旧規制法」とは，17 条改正以前の姿の原
子炉等規制法，換言すれば，15 条改正後の同法であって，時期的にいえば平成 24 年 9
月 18 日から平成 25 年 7 月 7 日までの（本稿の言葉を使えば，B期・C期の）それであり（設
置法附則 21 条 1 項），「旧発電用原子炉」とは，第 4号旧規制法 2条 5号にいうそれ，す
なわち，「発電の用に供する原子炉であって研究開発段階にあるものとして政令で定め
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る原子炉以外の試験研究の用に供する原子炉及び船舶に設置する原子炉を除くもの」を
指す1）（設置法附則 21 条 1 項）。従来の業界用語を用いれば，実用炉（A期の原子炉等規制
法 23 条 1 項 1 号）プラス研開炉（同項 4号）を意味することとなろう。また，「旧原子炉
設置者」とは，第 4号旧規制法 23 条 1 項による設置許可を受けた者（第 4号旧規制法 23
条の 2第 1項かっこ書きにいう「原子炉設置者」）のことである（設置法附則 21 条 2 項）。
　かくして，これらの経過規定によって，A期の原子炉等規制法の設置許可は，15 条
改正後の同法の設置許可とみなされ，さらにその許可は，17 条改正後の設置許可とも
みなされることとなった。したがって，原子炉設置者は，改めて設置許可申請（あるい
はそれに類するもの）を行う必要はなく，設置許可を受けていてしかもそれが取り消され
ていないという限りで，原子炉の運転を適法に継続することが許されることとなったの
である。
　もっとも，設置法附則はさらに次の規定も設けている。
第 23 条①　附則第 1条第 4号に掲げる規定の施行の際現に旧発電用原子炉を設置している者
は，同号に掲げる規定の施行の日から起算して 6月以内に当該旧発電用原子炉に係る第 4号
新規制法第 43 条の 3の 5第 2項第 9号及び第 10 号に掲げる事項を原子力規制委員会に届け
出なければならない。この場合において，原子力規制委員会は，当該届出に係る事項が第 4
号新規制法第 43 条の 3の 6第 1項第 2号から第 4号まで……に掲げる基準に適合しないと
認めるときは，当該届出をした者に対し，当該届出に係る事項について変更を命ずることが
できる。
②～⑨　略
　しかし同条は，「発電用原子炉施設における放射線の管理に関する事項」（17 条改正後
の原子炉等規制法 43 条の 3の 5第 2項 9号），「発電用原子炉の炉心の著しい損傷その他の
事故が発生した場合における当該事故に対処するために必要な施設及び体制の整備に関
する事項」（同項 10 号）が，17 条改正によって許可申請書の記載事項として新たに付け
加えられたことに伴う措置を定めたものであって，設置許可申請そのものを新たに「出
し直す」ことまで求めているわけではない。また，「当該届出に係る事項について変更」
が命ぜられた実例も，管見の限りでは聞かない。
　以上を要するに，再稼働の申請とは，設置許可の（再）申請を意味するのではないの
である。
40 第 11 巻第 1号（2014）
3 ．新規制基準の適合性審査
　再稼働の申請とは，一種の俗語あるいはマスコミ用語であって，原子力規制委員会で
は「新規制基準の適合性審査」という言葉が用いられている。これが設置許可の（再）
申請でないことは上記の通りであるが，では何を意味するのであろうか。
　17 条改正後の原子炉等規制法には，次の規定がある。なお，上述のように，18 条改
正によって原子炉施設の安全性自主評価に係る原子炉等規制法 43 条の 3の 29 が新設さ
れたが，その結果，同改正以前の同法（設置法の用語法に倣えば，「第 5号旧規制法」。同法
附則 27 条 1 項）43 条の 3の 29 以下の条項に条数の繰下げが生じ，43 条の 3の 14 のた
だし書中「第 43 条の 3の 32」とあるのは「第 43 条の 3の 33」に改められ，これが現
行規定となっている。
　（発電用原子炉施設の維持）
第 43 条の 3の 14　発電用原子炉設置者は，発電用原子炉施設を原子力規制委員会規則で定め
る技術上の基準に適合するように維持しなければならない。ただし，第 43 条の 3の 32 第 2
項の認可を受けた発電用原子炉については，原子力規制委員会規則で定める場合を除き，こ
の限りでない。
　ここで「発電用原子炉設置者」は，同法 43 条の 3の 5第 1項の発電用原子炉の設置
の許可を受けた者を意味するが（後掲の 43 条の 3の 8第 1項），上に述べたように，設置
法附則の規定によって，A期までの同法 23 条 1 項による設置許可は D期以降の同法 43
条の 3の 5第 1項のそれと見なされるので，結局「旧原子炉設置者」と同じ者を指すこ
とになる。そして，上記の同法 43 条の 3の 14 本文にいう原子力規制委員会規則が技術
基準規則および「研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規
則」（平成 25 年原子力規制委員会規則第 10 号）であり，これら規則（特に前者）が世に「新
規制基準」と呼び倣わされているようである。
　C期までの原子炉等規制法には，今日の 43 条の 3の 14 に相当する規定は存在せず，
その代わりに，電事法 39 条が次のように規定していた2）。
　（事業用電気工作物の維持）
第 39 条①　事業用電気工作物を設置する者は，事業用電気工作物を経済産業省令で定める技
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術基準に適合するように維持しなければならない。
②　前項の経済産業省令は，次に掲げるところによらなければならない。
1　事業用電気工作物は，人体に危害を及ぼし，又は物件に損傷を与えないようにすること。
2　事業用電気工作物は，他の電気的設備その他の物件の機能に電気的又は磁気的な障害を
与えないようにすること。
3　事業用電気工作物の損壊により一般電気事業者の電気の供給に著しい支障を及ぼさない
ようにすること。
4　事業用電気工作物が一般電気事業の用に供される場合にあつては，その事業用電気工作
物の損壊によりその一般電気事業に係る電気の供給に著しい支障を生じないようにするこ
と。
　同条第 1項の「主務省令」は相当数存在するが，原子炉固有の事項を扱ったものが技
術基準省令である。技術基準省令は，「原子力規制委員会設置法の一部の施行に伴う経
済産業省令・原子力規制委員会規則の整理等に関する命令」（平成 25 年経済産業省令・原
子力規制委員会規則第 1号） 1条によって若干の改正が加えられたものの，ほぼ改正前の
形のままで残っている。
　現行法の下では，発電用原子炉設置者は，技術基準規則・技術基準省令の双方を遵守
しなければならないが（ただし，電事法 112 条の 3第 1項～ 3項），現実には，別表 6に示
すように，技術基準規則は技術基準省令の拡張版の趣きがあるので，前者を遵守すれば
後者をも遵守したこととなろう。
　問題は，技術基準規則において，技術基準省令にはなかった要求が新設され，あるい
は，従前の要求の水準が高められている例（以下，これらを「新規規制」と総称する）が数
多く見られることである。新規規制の主なものは，原子力規制委員会自身がホームペー
ジ上に公表しているところによれば別表 7のようになる。
　新規規制の中でも，技術基準規則第 3章「重大事故等対処施設」の諸規定は，技術基
準省令にはなかった要求項目を列挙したものであるにもかかわらず，2018 年 7 月 7 日
まで（技術基準規則の施行日から満 5年間）適用が猶予されているのは，航空機テロ等を
想定した「特定重大事故等対処施設」（53 条）と常設直流電源設備（72 条 2 項）の 2項目
にすぎず（附則 4項），他のもろもろの要求事項については，こうした猶予措置はとられ
ていない。したがって法的には，上記 2項目以外の要求事項は，技術基準規則の施行日
にすべて遵守されていなければならない，と解するほかない。すなわち，上記第 3章の
諸要求─例えば，スクラム失敗時に原子炉を未臨界にするための設備（59 条）─が，
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2013 年 7 月 8 日には設置されていなければならなかったのである。
　さて，新規規制には，職員の教育・訓練や手順書の整備といったいわばソフト面にか
かわる要求も数多く含まれているが，各種機器の新増設はじめハード面の対応を求める
項目も多い。例えば，しばしば話題に上る格納容器圧力逃がし装置（フィルタ付ベント）
は，技術基準規則中の次の規定を遵守するために設置されるものと考えられる。
　（原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備）
第 65 条　発電用原子炉施設には，炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器
の破損を防止するため，原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために必要な設備を
施設しなければならない。
　何に由来するのかは不明であるが，「設備を施設する」という独特な言い廻しは，技
術基準省令伝来のものである。それはさておき，フィルタ付ベントの設置は，─原子
力規制委員会による一種の行政指導による，というしかないと思われるが─加圧水型
原子炉への適用が 5年間猶予されている（別表 7の「格納容器の過圧破損防止機能」の項を
参照）のに対して，沸騰水型原子炉では即時に（すなわち，技術基準規則の施行日たる平成
25 年 7 月 8 日に）適用される。そこで，沸騰水型の先陣を切って「再稼動の申請」をし
た柏崎刈羽原子力発電所 6・ 7号機の場合，東京電力としては遅滞なく設置の工事に取
り掛かる必要があった。着工と工事に係る許認可との先後関係については，整理すべき
問題点が残されているが，それをしばらく措いて事実の経過だけを追うと，2013 年初
めに基礎工事が行われ，同社の同年 9月 27 日時点での公表資料3）によれば「工事中」
であるが，マスコミ報道では，2014 年 4 月 10 日に 7号機分は本体工事が完了した模様
である4）。
　ところで，原子炉等規制法上，発電用原子炉設置者は，こうした工事を自らの判断だ
けで勝手に行うことは許されていない。これらの工事には，原子炉の変更（原子炉等規
制法 43 条の 3の 8）に当たるものが含まれていると考えられ，その許可を得なければな
らないからである。同法には，原子炉の変更とは何かについて何の規定もないので，法
文だけからその外延を確定することは困難であるが，実務上は，当初の設置許可に係る
申請書の記載内容を変更することがすなわち変更の申請であると考えられているようで
ある。
　一例として，柏崎刈羽原発 6・ 7号機の変更許可申請書5）を取り上げよう。同申請
書には，はじめ昭和 52 年 9 月 1 日付 52 安（原規）第 250 号をもって設置を許可され，
原発はなぜ停まっているのか（2）
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その後累次の設置変更許可を受けた同原発の設置変更許可申請書の記載事項中， 6・ 7
号機に関して，以下の事項の記述の一部を変更する，と記載されている。
三，原子炉の型式，熱出力及び基数
四，原子炉を設置する工場又は事業所の名称及び所在地
五，原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備
十，発電用原子炉の炉心の著しい損傷その他の事故が発生した場合における当該事故に対処す
るために必要な施設及び体制の整備に関する事項
　このうち，三～五が C期までの原子炉等規制法 23 条 2 項 3 号～ 5号に，十が 17 条
改正後の同法 43 条の 3の 5第 2項 10 号に，それぞれ対応していることはいうまでもな
い。ここでは，上記の三，四，十に関する事項は省略して，五に関する事項のうち「格納
容器圧力逃がし装置」に係る部分だけを抜粋する。
　「五，原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備」を「五，発電用原子炉及びその附属
施設の位置，構造及び設備」とし，記述を以下のとおり改める。
イ～チ　〔略〕
リ　原子炉格納施設の構造及び設備
 A ． 6号炉
⑴，⑵　〔略〕
「⑶　非常用格納容器保護設備の構造」を以下のとおり追加する。
⑶　非常用格納容器保護設備の構造
ⅰ　〔略〕
ⅱ　重大事故等対処設備
 a ．　〔略〕
 b ．格納容器圧力逃がし装置
　炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防止するた
め，及び炉心の著しい損傷が発生した場合において格納容器内の水素による爆発
を防止するため，格納容器圧力逃がし装置を設ける。
　格納容器圧力逃がし装置は，フィルタ装置，圧力開放板等で構成し，排気中に
含まれる放射性物質の環境への放出量を抑制しつつ，原子炉格納容器内の圧力を
低減できる設計とする。
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フィルタ装置
基　数　　 1
粒子状放射性物質　　99.9％以上
除　去　効　率　　〔記載なし〕
 c ．代替格納容器圧力逃がし装置
　炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防止するた
め，及び炉心の著しい損傷が発生した場合において格納容器内の水素による爆発
を防止するため，代替格納容器圧力逃がし装置を設ける。
　代替格納容器圧力逃がし装置は，フィルタ装置，圧力開放板等で構成し，排気
中に含まれる放射性物質の環境への放出量を抑制しつつ，原子炉格納容器内の圧
力を低減できる設計とする。
フィルタ装置
基　数　　 1
粒子状放射性物質　　99.9％以上
除　去　効　率　　〔記載なし〕
　そこで，原子炉の変更の許可の申請および許可の要件であるが，それは，次のように
定められている。
　（変更の許可及び届出等）
第 43 条の 3の 8①　第 43 条の 3の 5第 1項の許可を受けた者（以下「発電用原子炉設置者」
という。）は，同条第 2項第 2号から第 5号まで又は第 8号から第 10 号までに掲げる事項を
変更しようとするときは，政令で定めるところにより，原子力規制委員会の許可を受けなけ
ればならない。ただし，同項第 4号に掲げる事項のうち工場若しくは事業所の名称のみを変
更しようとするとき，又は同項第 5号に掲げる事項の変更のうち第 4項の原子力規制委員会
規則で定める変更のみをしようとするときは，この限りでない。
②　第 43 条の 3の 6の規定は，前項本文の許可に準用する。
③～⑧　（略）
　すなわち，同条 2項によれば，変更許可の要件は設置許可の要件と同じであり6），し
たがって，設置許可基準規則の要求を満たすことが求められる。そうすると発電用原子
炉設置者としては，平成 25 年 7 月 8 日以降，技術基準規則を遵守するために原子炉の
原発はなぜ停まっているのか（2）
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変更許可を申請しなければならず，変更許可を得るためには設置許可基準規則を遵守し
なければならない，という立場に立つこととなった。要するに，技術基準規則を遵守し
ようと思えば設置許可基準規則を遵守しなければならないのである。では，この二つの
規則はどのような関係に立つものと理解すればいいのであろうか。
　結論的にいえば，別表 8に概要を示したように，両者は大幅に内容を共有しているが，
多少の相違がある。設置許可基準規則は許可申請時に，換言すれば，原子炉がまだ図
面の段階で満たしていなければならない要件を，技術基準規則は（ラフにいえば）施工・
稼働中に満足すべき要件を，それぞれ定めたものである。従来，原子炉の建設は，設
計・設置許可申請段階から工事着工まで数年を要するケースもあったので，設置許可基
準規則はアーリーステージで満足すべき要件を列挙しており，例えば，原子炉建設予定
地の地盤について，技術基準規則に比して詳細に規定している（ 3条，38 条）。地盤の
性情に関する知見は，できるだけ早い段階で固めておく必要があるからであろう。他方，
技術基準規則の諸要求は，原子炉の施工・稼動段階で満足しなければならないので，例
えば，容器，管，ポンプ，弁等の材料・構造について詳細な規定が置かれている（17 条，
55 条）。しかし，設計段階と施工・稼動段階とでまったく異なる安全上の要求が適用さ
れるはずもないため，上に述べたように，大部分の要求事項は両者に共通しており，特
に重大事故等対処施設に係る諸規定にそれが顕著に表れている。このため実務上は，設
置許可基準規則と技術基準規則とが一体的に新規制基準を構成すると見られているよう
である。
　さて，先の「圧力逃がし装置」の設置は，技術基準規則 65 条の要求を満足するため
であると考えられたのであるが，少なくとも柏崎刈羽原発 6号機に関する限り，この圧
力逃がし装置を新設することは原子炉の変更に当たる（と関係者は認識している）ので，
原子炉等規制法 43 条の 3の 8第 1項の許可を受ける必要があり，さらにこの許可を受
けるためには，設置許可基準規則の次の規定を満足しなければならない。
　（原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備）
第 50 条　発電用原子炉施設には，炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器
の破損を防止するため，原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために必要な設備を
設けなければならない。
　技術基準規則 65 条とは，措辞に若干の相違があるにすぎない。もっとも，両規則の
漠然とした規定振りでは，発電用原子炉設置者としていかなる設備を設ければよいのか
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判然としない。そこで，原子力規制委員会の内規である「実用発電用原子炉及びその附
属施設の技術基準に関する規則の解釈」（平成 25 年 6 月 19 日　原規技発第 1306194 号　原
子力規制委員会決定）において，次のように記述されている。
　〔技術基準規則〕第 65 条に規定する「原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために
必要な設備」とは，以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための
設備をいう。
 a ）格納容器圧力逃がし装置又は格納容器再循環ユニットを設置すること。
 b ）上記 a）の格納容器圧力逃がし装置とは，以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果
を有する措置を行うための設備をいう。
ⅰ）格納容器圧力逃がし装置は，排気中に含まれる放射性物質を低減するものであること。
ⅱ）格納容器圧力逃がし装置は，可燃性ガスの爆発防止等の対策が講じられていること。
ⅲ）格納容器圧力逃がし装置の配管等は，他の系統・機器（例えば SGTS）や他号機の格納
容器圧力逃がし装置等と共用しないこと。ただし，他への悪影響がない場合を除く。
ⅳ）また，格納容器圧力逃がし装置の使用に際しては，必要に応じて，原子炉格納容器の負
圧破損を防止する設備を整備すること。
ⅴ）格納容器圧力逃がし装置の隔離弁は，人力により容易かつ確実に開閉操作ができること。
ⅵ）炉心の著しい損傷時においても，現場において，人力で格納容器圧力逃がし装置の隔離
弁の操作ができるよう，遮蔽又は離隔等の放射線防護対策がなされていること。
ⅶ）ラプチャーディスクを使用する場合は，バイパス弁を併置すること。ただし，格納容器
圧力逃がし装置の使用の妨げにならないよう，十分に低い圧力に設定されたラプチャー
ディスク（原子炉格納容器の隔離機能を目的としたものではなく，例えば，配管の窒素充
填を目的としたもの）を使用する場合又はラプチャーディスクを強制的に手動で破壊する
装置を設置する場合を除く。
ⅷ）格納容器圧力逃がし装置は，長期的にも溶融炉心及び水没の悪影響を受けない場所に接
続されていること。
ⅸ）使用後に高線量となるフィルター等からの被ばくを低減するための遮蔽等の放射線防護
対策がなされていること。
　また，設置許可基準規則の解釈内規たる「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，
構造及び設備の基準に関する規則の解釈」（平成 25 年 6 月 19 日　原規技発第 1306193 号　
原子力規制委員会決定）にも，設置許可基準規則 50 条の解釈として上記とまったく同一
原発はなぜ停まっているのか（2）
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の記述がある。繰り返しになるが，内規の記述も含めて両規則の要求内容に違いはない
から，東京電力の計画する圧力逃がし装置が技術基準規則 65 条の要求を満足するので
あれば，変更許可の要件たる設置許可基準規則 50 条のそれも自動的に満足することと
なる。
　しかし，発電用原子炉設置者が得なければならないのは変更の許可に止まらない。圧
力逃がし装置を設置するためには，当然ながら，杭打ちやコンクリート打設などの基礎
工事から始まって，本体装置の搬入・据付け，原子炉本体施設と接合するための配管，
電線路の敷設など，さまざまな工事を行う必要があるが，こうした工事を行うには，次
の規定によって事前に原子力規制委員会の認可を得る必要がある。
　（工事の計画の認可）
第 43 条の 3の 9①　発電用原子炉施設の設置又は変更の工事（核燃料物質若しくは核燃料物
質によつて汚染された物又は発電用原子炉による災害の防止上特に支障がないものとして原
子力規制委員会規則で定めるものを除く。）をしようとする発電用原子炉設置者は，原子力
規制委員会規則で定めるところにより，当該工事に着手する前に，その工事の計画について
原子力規制委員会の認可を受けなければならない。ただし，発電用原子炉施設の一部が滅失
し，若しくは損壊した場合又は災害その他非常の場合において，やむを得ない一時的な工事
としてするときは，この限りでない。
②　前項の認可を受けた者は，当該認可を受けた工事の計画を変更しようとするときは，原子
力規制委員会規則で定めるところにより，原子力規制委員会の認可を受けなければならな
い。ただし，当該変更が原子力規制委員会規則で定める軽微なものであるときは，この限り
でない。
③　原子力規制委員会は，前 2項の認可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認める
ときは，前 2項の認可をしなければならない。
1　その工事の計画が第 43 条の 3の 5第 1項若しくは前条第 1項の許可を受けたところ又
は同条第 3項若しくは第 4項前段の規定により届け出たところによるものであること。
2　発電用原子炉施設が第 43 条の 3の 14 の技術上の基準に適合するものであること。
3　その者の設計及び工事に係る品質管理の方法及びその検査のための組織が原子力規制委
員会規則で定める技術上の基準に適合するものであること。
④～⑥　　（略）
　これまでの叙述との関連では，
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⑴　発電用原子炉施設の設置または変更
4 4 4 4 4
の工事については，その計画の認可を受け
なければならないこと，
⑵　この認可を受けなければ着工できないこと，
⑶　施工（寸前の）段階の規制であるので，工事計画に係る原子炉施設が（設計段階
の規制たる設置許可基準規則ではなくて）技術基準規則の要求を満足していなけれ
ばならないこと，
に注意されるべきであろう。
　上記の原子炉等規制法 43 条の 3の 9に従って，柏崎刈羽原発 6・ 7号機についても
膨大な工事計画認可申請書7）が提出されている。既述のように，東京電力は，圧力逃
がし装置の新設が原子炉の変更に当たると認識しているのであり，そうである以上，そ
のための工事はすなわち同条 1項にいう「発電用原子炉施設の……変更の工事」に当た
るから，その計画の認可を受けなければならない。認可申請書の記載事項については，
実用炉規則 9条および同条を受けた同規則別表第 2に詳細な規定があるが，別表第 2中
フィルタ付ベントに特に関係が深いと思われる部分だけ抜き書きすれば，次のようであ
る。
発電用原子炉
施設の種類
記載すべき事項 添付書類（認可の申
請又は届出に係る工
事の内容に関係ある
ものに限る。）
一般記
載事項
設備別記載事項（認可の申請又は届出に係る
工事の内容に関係あるものに限る。）
（前略）
原子炉格納施
設
沸騰水型発電用原子炉にあっては，次の事項
1， 2　（略）
3　圧力低減設備その他の安全設備に関す
る次の事項
　⑴～⑸　（略）
⑹　原子炉格納容器安全設備に係る次の
事項
　　イ～へ　（略）
ト　ろ過装置の名称，種類，容量，最高
使用圧力，最高使用温度，主要寸法，
材料，個数及び取付箇所（常設及び可
搬型の別に記載すること）
（後略）
原子炉格納施設に係
る機器の配置を明示
した図面及び系統図
（後略）
　東電の工事計画認可申請書にも，圧力逃がし装置について，関連機器の規格・性能等
が詳細に記載されているが，それらデータの解釈は筆者の能力の範囲を大きく超えるの
原発はなぜ停まっているのか（2）
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で，ここでは，上記の「設置許可基準の解釈」中 50 条に関する部分，および「技術基準
規則の解釈」中 65 条に関する部分の b），ⅶ）で言及されているラプチャーディスクの
仕様についての記載8）を表 12で紹介するに止める。ここで，ラプチャーディスクとは，
「圧力容器・回転機器・配管系・ダクトなどの密閉された装置が過剰圧力，または負圧に
て破損することを防止するド－ム状の金属薄板で，あらかじめ設定された破裂圧力にて
破裂し，装置内の異常圧力を放出する安全装置」9）のことである。柏崎刈羽原発 6号
機の場合，フィルタ付ベント装置で除染された水素や水蒸気は，表 12にもあるように，
原子炉建屋屋上から排気することが予定されており 10），ラプチャーディスクは，この
排気側に設けられる。なお，SUS316Lはステンレス鋼材の JIS規格であり，PTFEはポ
リテトラフルオロエチレン（polytetrafluoroethylene）と呼ばれるフッ素樹脂の略語である。
表 12　原子炉格納容器フィルタベント装置出口側ラプチャーディスク
名　　　称 原子炉格納容器フィルタベント装置出口側ラプチャーディスク
設定破裂圧力 MPa 0.1
主要寸法 ディスク内径 A 500
材　　　料 ─ SUS316L及び PTFE
個　　　数 ─ 1
取　付　箇　所 ─ 6号機原子炉建屋屋上
　さらに発電用原子炉設置者は，技術基準規則のハード・ソフト両面にわたる諸要求を
満足するために保安規定の変更をも行わなければならないが，これにも原子力規制委員
会の認可を要する（原子炉等規制法 43 条の 3の 24 第 1 項後段）。もとより，新増設される
個々の機器に「紐付け」された項目が保安規定中に盛り込まれるわけではないが，例え
ば，大規模損壊時における原子炉格納容器の破損緩和対策に関するマニュアルを策定す
る旨の新規定（108 条の 4）11）は，圧力逃がし装置の新設と関係を有する可能性がある。
　以上，前提となる事情を長々と語ってきたのであるが，世にいう「再稼動の申請」と
は，上記の①原子炉の変更の許可，②原子炉変更工事計画の認可，③保安規定の変更の
認可，という 3種類の許認可を求める申請にほかならならず，原子力規制委員会のいう
「新規制基準の適合性審査」とは，これらの許認可申請を新規制基準に照らして審査す
ることを意味する。
　本稿の問題意識は，これら許認可申請（およびその審査）と原子炉の運転（の停止）と
がいかなる関係に立つか，という点にあった。結論からいえば，原子炉の定期検査の場
合と同じだといえよう。一旦原子炉の運転を停止しなければこれらの申請をなし得ない
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といった規定も，許認可の処分をなし得ないといった規定─換言すれば，これらの許
認可がなされてはじめて運転を停止する義務が解除されるといった規定─も，いずれ
も存在しない。これらの申請（およびその審査）と原子炉の運転（あるいはその停止）とは，
直接の関係を有しないが故に，発電用原子炉設置者がこれらの申請をなし，原子力規制
委員会がその審査をなす傍らで，原子炉は適法に運転され得るのである。
　もちろん，原子炉の変更およびそのための工事が，工学的・技術的な見地からして原
子炉の運転を停止させずに実施することが不可能あるいは極めて困難であるという事態
は十分に生じ得る 12）。例えば，柏崎刈羽原発の場合，過去において，各号機とも新型制
御棒の採用に伴う原子炉の変更がなされているが，従前の制御棒を抜去して新型のそれ
に入れ替える工程を運転中に実施することはおそらくできないであろう。また，同原発
6・ 7号機の圧力逃がし装置についていえば，既設の耐圧強化ベント系から原子炉格納
容器外で配管を分岐させてフィルタ付ベントにつなぐ計画であるから，原子炉運転中の
施工も可能ではないかと思われるが，「大事をとって」運転を停止させていた可能性もあ
る（もちろん，現在は運転停止中であるので，議論する意味はないのであるが）。しかし，こう
した場合にも，運転を停止していなければならない工学的・技術的な理由が消滅すれば，
運転を再開すればよいだけのことであって，そのために何らかの許認可その他の法的な
手続を経る必要はない。もとより，運転中になし得る変更の工事や，そもそも工事を伴
わない変更 13）の場合に，原子炉の運転停止が問題とならないことはいうまでもない。
　もっとも，いくつかの疑問が残るかも知れない。
　第一に，変更の工事に係る発電用原子炉施設は，その工事について原子力規制委員会
の使用前検査に合格した後でなければ使用できない（原子炉等規制法 43 条の 3の 11 第 1
項）ので，それまでは原子炉の運転は停止しなければならないのではなかろうか。しか
しこの点についても，上に述べたのと同様のことが当てはまるように思われる。すなわ
ち，原子炉等規制法は，使用前検査と原子炉の運転とを直接関係づけてはいないから，
使用前検査合格以前の段階にあり，したがってその使用が法律上禁止されている発電用
原子炉施設が，工学的・技術的な見地からして原子炉の運転に必要であれば，そしてそ
の限りで，運転を停止させるほかはないが，そうでなければそうでない。例えば圧力逃
がし装置は，事故時にのみ稼動することが予定されているのであるから，それが使用前
検査合格以前であるために使用できなくても，原子炉の運転には支障がないはずであろ
う。したがって，合格以前であるとの一事をもって発電用原子炉設置者として運転を停
止するいわれはない。
　第二に，今回のいわゆる「再稼動の申請」には，上述のように，保安規定の変更の認
原発はなぜ停まっているのか（2）
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可申請も含まれているのであるが，原子炉等規制法の次の規定振りからして，変更認可
処分がなされる以前に原子炉を運転することは許されないのではなかろうか。
　（保安規定）
第 43 条の 3の 24 ①　発電用原子炉設置者は，原子力規制委員会規則で定めるところにより，
保安規定（発電用原子炉の運転に関する保安教育，溶接事業者検査及び定期事業者検査につ
いての規定を含む。以下この条において同じ。）を定め，発電用原子炉の運転開始前に，原
子力規制委員会の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも，同様とす
る。
②～⑥　（略）
　しかし結論からいえば，上の条項にいう「運転開始」は，新設された原子炉の文字通
り最初の運転を指すのであり，したがって，運転開始後の保安規定の変更に際して，認
可がなければ運転を開始（再開）できないという趣旨ではない，と解するほかないと思
われる。
　原子炉等規制法は，「在来のわが国における公益目的あるいは危険防止のための事業
規制のパターンをそのまま踏襲した」14）いわゆる業法の一種であり，原子力にかかわ
る各種の業態を，精錬，加工，貯蔵等の縦割りで規制しているが，実際には，業態横断
的な規制事項が数多くあり，保安規定もその一つである。例えば，精錬の事業について
は，次の規定が置かれている。
　（保安規定）
第 12 条①　製錬事業者は，核燃料物質に係る製錬の事業を行う場合においては，原子力規制
委員会規則で定めるところにより，保安規定（核燃料物質の取扱いに関する保安教育につい
ての規定を含む。以下この条において同じ。）を定め，事業開始前に，原子力規制委員会の
認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも，同様とする。
②～⑧　（略）
　ここで，「これを変更しようとするときも，同様とする」というときの「同様」とは，
原子力規制委員会の認可を受けなければならない点だけを指している，と解するほかな
かろう。「事業開始」は一事業者にとって 1回しかないはずで，事業開始後に保安規定
を変更する場合に，「事業開始前に……認可を受け」るよう要求することは無意味だか
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らである。もちろん，一種の「読み替え」を施して，事業開始後の保安規定の変更の場
合には，一旦事業を休止して然る後に認可申請をし，認可がなされた後に事業を再開で
きる，と解する余地もないではないが，そうであれば，事業の休止に関する規定がどこ
かになくてはならないはずであるし，実質論からいっても，「保安教育についての規定」
などの変更に際していちいち事業を休止させなければならない理由も見当たらない。
　ところで，原子炉等規制法は一種の業法でありながら，最重要の部分である原子炉の
設置・運転については，業の規制ではなく，行為規制の体裁をとっているが，これは，
原子炉の設置・運転が別に電事法によって立てられた業である（一般あるいは卸）電気
事業の中に包摂されるためだと推測される。そこで，精錬はじめ文字通りの業にあって
は「事業開始」という言葉が使われているところが，原子炉の設置・運転にあっては「運
転開始」という言葉に置き換えられたのであろう。確かに，「事業開始」と違って「運
転開始」は，一事業者にとって 1回しかないとはいえないが，仮に原子炉等規制法が「原
子炉設置運転業」といったカテゴリーを立てていたとすれば，上記の同法 43 条の 3の
24 第 1 項前段でも，「運転開始前」ではなくやはり「事業開始前」という文言が採用さ
れていたと思われる。実際，柏崎刈羽原発だけでも，前後 73 回にわたって保安規定変
更認可処分がなされており，その都度，原子炉の運転の停止と再開とが繰り返されてき
たはずもない。結局，保安規定の変更認可と原子炉の運転（あるいはその停止）との間に
も，直接の関係はないのである。
（次号に続く）
注
1 ）　同号は，設置法附則 17 条，18 条でも改正されていない。すなわち現行法である。
2）　同条の文言は，40 条改正によって，「経済産業省令」とあるのが「主務省令」に変わっただけで，
内容的な改正はなされていない。
3）　東京電力株式会社「柏崎刈羽原子力発電所 6，7号機における新規制基準への対応および安全対
策実施状況について」（平成 25 年 9 月 27 日付）（http://www.tepco.co.jp/cc/press/betu13_j/images/ 
130927j0102.pdf）。
4）　新潟日報モア 2014 年 4 月 10 日「「フィルターベント」本体工事完了」（http://www.niigata-nippo.
co.jp/news/national/20140410105723.html）。
5）　東京電力株式会社「柏崎刈羽原子力発電所原子炉設置変更許可申請書（ 6号及び 7号原子炉
施設の変更）」（平成 25 年 9 月 27 日付）（https://www.nsr.go.jp/activity/regulation/press/BWR/
data/25/09/0927_01_01_01r.pdf） 2頁，16 頁，46 ～ 50 頁。
6）　設置許可の要件と変更許可のそれとが同一であるというのは聊か奇妙に聞こえるが，その理由
の一つは，設置許可（の申請）が発電所単位でなされ（17 条改正の前後を通じて，原子炉設置許
可申請書には，原子炉の基数の記載が求められる。さらに，原子炉等規制法施行令 20 条の 2第 1
項を参照），発電用原子炉 1機ごとになされるわけではない（もっとも， 1発電所に原子炉が 1機
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しか設置されなければ，結果は同じことになるが）ところにあるのではないかと推測される。す
なわち，当初の設置許可を得た後に原子炉を増設しようとすれば，当該原子炉の設置許可の申請
ではなく，当初の設置許可に係る原子炉の変更の許可の申請をしなければならないのであり，そ
うであるならば，変更許可の要件が当初の設置許可のそれと同一であるのは当然であろう。この
ように，等しく「原子炉の変更」といっても，原子炉の新設から配線のわずかな張替えまで，内
容は各種各様であり，それに応じて規制当局の審査の範囲・密度・難易もまったく異なってくる。
7）　東京電力株式会社「工事計画認可申請書」（平成 25 年 9 月 27 日付）（https://www.nsr.go.jp/
activity/regulation/press/BWR/data/25/09/0927_01_02_01.pdf）。
8）　東京電力・前掲（注 7）81 頁。
9）　メーカーであるファイク・ジャパン株式会社の HP（http://www.fikejapan.co.jp/rd/about.php）
より。
10）　東京電力株式会社「フィルタベント設備の概要について」（平成 25 年 7 月 17 日付）（http://
www.tepco.co.jp/nu/fukushima-np/handouts/2013/images/handouts_130717_03-j.pdf）。
11）　東京電力株式会社「柏崎刈羽原子力発電所原子炉施設保安規定変更認可申請書」（平成 25 年 9
月 27 日付）（https://www.nsr.go.jp/activity/regulation/press/BWR/data/25/09/0927_01_04_01.
pdf）54 頁。
12）　報道によれば，北海道電力は，適合性審査会合の席上，原子力規制委員会の求めに応じて，泊
原発 3号機の原子炉格納容器スプレーの配管を 1本から 2本にすることに同意したという（日本
経済新聞 2014 年 2 月 5 日朝刊 33 頁〔北海道版〕）。まったくの素人にすぎない筆者は，配管増設
の工法，すなわち，格納容器に新たに穿孔して管を貫通させるのか，それとも，格納容器の外で
スプレー系の既設配管から分岐させるのか，について詳らかにしないが，仮に前者だとすれば，
原子炉の運転中に施工できるとは思われない。
13）　柏崎刈羽原発 6・ 7号機の場合，例えば，電源車のような可搬型機器の導入も原子炉の変更に
当たるものとして許可申請がなされている（東京電力・前掲（注 5）57 頁）。こうした変更の場
合には，これがそもそも原子炉の変更に当たるのか，という疑問はさておいて，当然ながら，原
子炉の運転を停止する必要はない。事故対処体制のようなソフト面の事項（原子炉等規制法 43 条
の 3の 5第 2項 10 号参照）に係る変更の場合は，なおさらのことである。
14）　下山俊次「原子力」『現代法学全集 54　未来社会と法』（筑摩書房，1976 年）508 頁。
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別表 4　原子炉等規制法における設置許可・許可基準の根拠規定の変遷
A　　期 B　　期 C　　期 D　　期
平成 24 年 9 月 18 日まで 平成24年9月19日
～平成 25年3月31
日
平成 25 年 4 月1日
～同年 7月 7日
平成 25 年 7 月 8 日～同年 12 月 17 日
改正前 15 条改正 15 条改正＋
16 条改正
15 条改正＋
16 条改正＋
17 条改正
（設置の許可）
第 23 条①　原子炉を設置しようとする
者は，次の各号に掲げる原子炉の区分
に応じ，政令で定めるところにより，
当該各号に定める大臣の許可を受けな
ければならない。
1　発電の用に供する原子炉（次号か
ら第 4号までのいずれかに該当する
ものを除く。以下「実用発電用原子
炉」という。）　経済産業大臣
2　船舶に設置する原子炉（第 4号又
は第 5号のいずれかに該当するもの
を除く。以下「実用舶用原子炉」と
いう。）　国土交通大臣
3　試験研究の用に供する原子炉（前
号，次号又は第 5号のいずれかに該
当するものを除く。）　文部科学大臣
4　発電の用に供する原子炉であつて
研究開発段階にあるものとして政令
で定める原子炉　経済産業大臣
5　発電の用に供する原子炉以外の原
子炉であつて研究開発段階にあるも
のとして政令で定める原子炉　文部
科学大臣
②　前項の許可を受けようとする者は，
次の事項を記載した申請書を主務大臣
（前項各号に掲げる原子炉の区分に応
じ，当該各号に定める大臣をいう。以
下この章において同じ。）に提出しな
ければならない。
1　氏名又は名称及び住所並びに法人
にあつては，その代表者の氏名
2　使用の目的
3　原子炉の型式，熱出力及び基数
4　原子炉を設置する工場又は事業所
の名称及び所在地（原子炉を船舶に
設置する場合にあつては，その船舶
を建造する造船事業者の工場又は事
業所の名称及び所在地並びに原子炉
の設置の工事を行う際の船舶の所在
地）
5　原子炉及びその附属施設（以下
「原子炉施設」という。）の位置，構
造及び設備
6　原子炉施設の工事計画
7　原子炉に燃料として使用する核燃
料物質の種類及びその年間予定使用
量
8　使用済燃料の処分の方法
（設置の許可）
第 23 条①　原子炉を設置しようとす
る者は，政令で定めるところにより，
原子力規制委員会の許可を受けなけ
ればならない。
〔削る〕
〔削る〕
〔削る〕
〔削る〕
〔削る〕
②　前項の許可を受けようとする者
は，次の事項を記載した申請書を原
子力規制委員会に提出しなければな
らない。
1　氏名又は名称及び住所並びに法
人にあつては，その代表者の氏名
2　使用の目的
3　原子炉の型式，熱出力及び基数
4　原子炉を設置する工場又は事業
所の名称及び所在地（原子炉を船
舶に設置する場合にあつては，そ
の船舶を建造する造船事業者の工
場又は事業所の名称及び所在地並
びに原子炉の設置の工事を行う際
の船舶の所在地）
5　原子炉及びその附属施設（以下
「原子炉施設」という。）の位置，
構造及び設備
6　原子炉施設の工事計画
7　原子炉に燃料として使用する核
燃料物質の種類及びその年間予定
使用量
8　使用済燃料の処分の方法
（設置の許可）
第 43 条の 3の 5 ①　発電用原子炉を設
置しようとする者は，政令で定める
ところにより，原子力規制委員会の
許可を受けなければならない。
②　前項の許可を受けようとする者は，
次の事項を記載した申請書を原子力
規制委員会に提出しなければならな
い。
1　氏名又は名称及び住所並びに法
人にあつては，その代表者の氏名
2　使用の目的
3　発電用原子炉の型式，熱出力及
び基数
4　発電用原子炉を設置する工場又
は事業所の名称及び所在地
5　発電用原子炉及びその附属施設
（以下「発電用原子炉施設」とい
う。）の位置，構造及び設備
6　発電用原子炉施設の工事計画
7　発電用原子炉に燃料として使用
する核燃料物質の種類及びその年
間予定使用量
8　使用済燃料の処分の方法
9　発電用原子炉施設における放射
線の管理に関する事項
10　発電用原子炉の炉心の著しい損
傷その他の事故が発生した場合に
おける当該事故に対処するために
必要な施設及び体制の整備に関す
る事項
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③　文部科学大臣，経済産業大臣及び国
土交通大臣は，第 1項第 4号及び第 5
号の政令の制定又は改廃の立案をしよ
うとするときは，あらかじめ原子力委
員会及び原子力安全委員会の意見を聴
かなければならない。
〔削る〕
（許可の基準）
第 24 条①　主務大臣は，第 23 条第 1項
の許可の申請があつた場合において
は，その申請が次の各号に適合してい
ると認めるときでなければ，同項の許
可をしてはならない。
1　原子炉が平和の目的以外に利用さ
れるおそれがないこと。
2　その許可をすることによつて原子
力の開発及び利用の計画的な遂行に
支障を及ぼすおそれがないこと。
3　その者（原子炉を船舶に設置する
場合にあつては，その船舶を建造す
る造船事業者を含む。）に原子炉を
設置するために必要な技術的能力及
び経理的基礎があり，かつ，原子炉
の運転を適確に遂行するに足りる技
術的能力があること。
4　原子炉施設の位置，構造及び設備
が核燃料物質（使用済燃料を含む。
以下同じ。），核燃料物質によつて汚
染された物（原子核分裂生成物を含
む。以下同じ。）又は原子炉による
災害の防止上支障がないものである
こと。
②　主務大臣は，第 23 条第 1 項の許可
をする場合においては，あらかじめ，
前項第 1号，第 2号及び第 3号（経理
的基礎の係る部分に限る。）に規定す
る基準の適用については原子力委員
会，同項第 3号（技術的能力に係る部
分に限る。）及び第 4号に規定する基
準の適用については原子力安全委員会
の意見を聴かなければならない。
（許可の基準）
第 24 条①　原子力規制委員会は，第
23 条第 1項の許可の申請があつた場
合においては，その申請が次の各号
のいずれにも適合していると認める
ときでなければ，同項の許可をして
はならない。
1　原子炉が平和の目的以外に利用
されるおそれがないこと。
〔削る〕
2　その者（原子炉を船舶に設置す
る場合にあつては，その船舶を建
造する造船事業者を含む。）に原子
炉を設置するために必要な技術的
能力及び経理的基礎があり，かつ，
原子炉の運転を適確に遂行するに
足りる技術的能力があること。
3　原子炉施設の位置，構造及び設
備が核燃料物質（使用済燃料を含
む。以下同じ。）若しくは核燃料
物質によつて汚染された物（原子
核分裂生成物を含む。以下同じ。）
又は原子炉による災害の防止上支
障がないものであること。
②　原子力規制委員会は，第 23 条第 1
項の許可をする場合においては，あ
らかじめ，前項第 1号に規定する基
準の適用について，原子力委員会の
意見を聴かなければならない。
（許可の基準）
第 43 条の 3の 6 ①　原子力規制委員会
は，前条第 1 項の許可の申請があつ
た場合においては，その申請が次の
各号のいずれにも適合していると認
めるときでなければ，同項の許可を
してはならない。
1　発電用原子炉が平和の目的以外
に利用されるおそれがないこと。
2　その者に発電用原子炉を設置す
るために必要な技術的能力及び経
理的基礎があること。
3　その者に重大事故（発電用原子
炉の炉心の著しい損傷その他の原
子力規制委員会規則で定める重大
な事故をいう。第 43 条の 3 の 22
第 1 項において同じ。）の発生及び
拡大の防止に必要な措置を実施す
るために必要な技術的能力その他
の発電用原子炉の運転を適確に遂
行するに足りる技術的能力がある
こと。
4　発電用原子炉施設の位置，構造
及び設備が核燃料物質若しくは核
燃料物質によつて汚染された物又
は発電用原子炉による災害の防止
上支障がないものとして原子力規
制委員会規則で定める基準に適合
するものであること。
②　前項の場合において，第 43 条の 3
の 29 第 1 項の規定により型式証明を
受けた同項に規定する特定機器の型
式の設計は，前項第 4 号の基準（技
術上の基準に係る部分に限る。）に適
合しているものとみなす。
③　原子力規制委員会は，前条第 1 項
の許可をする場合においては，あら
かじめ，第 1 項第 1 号に規定する基
準の適用について，原子力委員会の
意見を聴かなければならない。
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別表 5　設置許可基準規則・平成 2年指針 対照表
設置許可基準規則 平成 2年指針
第 1章　総則
適用範囲 1条 本指針の位置づけと適用範囲
定義 2条 用語の定義
第 2章　設計基
準対象施設
設計基準対象施設の地盤 3条 指針 2　自然現象に対する設計上の考慮
地震による損傷の防止 4条
津波による損傷の防止 5条
外部からの衝撃による損傷の防止 6条
不法侵入の防止 7条 指針 3　外部人為事象に対する設計上の考慮
火災による損傷の防止 8条 指針 5　火災に対する設計上の考慮
溢水による損傷の防止 9条
誤操作の防止 10 条 指針 8　運転員操作に対する設計上の考慮
安全避難通路等 11 条 指針 46　避難通路に関する設計上の考慮
安全施設 12 条 指針 1　準拠規格及び基準
指針 4　内部発生飛来物に対する設計上の考慮
指針 6　環境条件に対する設計上の考慮
指針 7　共用に関する設計上の考慮
指針 9　信頼性に関する設計上の考慮
指針 10　試験可能性に関する設計上の考慮
異常な過渡変化・設計基準事故の拡大の防止 13 条
全交流動力電源喪失対策設備 14 条 指針 27　電源喪失に対する設計上の考慮
炉心等 15 条 指針 11　炉心設計
指針 12　燃料設計
指針 13　原子炉の特性
燃料体取扱設備及び貯蔵設備 16 条 指針 49　燃料の貯蔵設備及び取扱設備
指針 50　燃料の臨界防止
指針 51　燃料取扱場所のモニタリング
原子炉冷却材圧力バウンダリ 17 条 指針 19　原子炉圧力バウンダリの健全性
指針 20　原子炉圧力バウンダリの破壊防止
指針 21　原子炉圧力バウンダリの漏えい検出
指針 22　原子炉圧力バウンダリの供用期間中の
試験及び検査
蒸気タービン 18 条
非常用炉心冷却設備 19 条 指針 25　非常用炉心冷却系
一次冷却材の減少分を自動的に補給する設備 20 条 指針 23　原子炉冷却材補給系
残留熱を除去することができる設備 21 条 指針 24　残留熱を除去する系統
最終ヒートシンクへ熱を輸送することができる設備 22 条 指針 26　最終的な熱の逃がし場へ熱を輸送する
系統
計測制御系統施設 23 条 指針 47　計測制御系
安全保護回路 24 条 指針 34　安全保護系の多重性
指針 35　安全保護系の独立性
指針 36　安全保護系の過渡時の機能
指針 37　安全保護系の事故時の機能
指針 38　安全保護系の故障時の機能
指針 39　安全保護系と計測制御系との分離
指針 40　安全保護系の試験可能性
反応制御系等及び原子炉停止系統 25 条 指針 14　反応度制御系
指針 15　原子炉停止系の独立性及び試験可能性
指針 16　制御棒による原子炉の停止余裕
指針 17　原子炉停止系の停止能力
指針 18　原子炉停止系の事故時の能力
原子炉制御室等 26 条 指針 41　制御室
指針 42　制御室外からの原子炉停止機能
指針 43　制御室の居住性に関す設計上の考慮
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放射性廃棄物の処理施設 27 条 指針 52　放射性気体廃棄物の処理施設
指針 53　放射性液体廃棄物の処理施設
指針 54　放射性固体廃棄物の処理施設
放射性廃棄物の貯蔵施設 28 条 指針 55　固体廃棄物貯蔵施設
工場等周辺における直接ガンマ線等からの防護 29 条 指針 56　周辺の放射線防護
放射線からの放射線業務従事者の防護 30 条 指針 57　放射線業務従事者の放射線防護
指針 58　放射線業務従事者の放射線管理
監視設備 31 条 指針 59　放射線監視
原子炉格納施設 32 条 指針 28　原子炉格納容器の機能
指針 29　原子炉格納容器バウンダリの破壊防止
指針 30　原子炉格納容器の隔離機能
指針 31　原子炉格納容器隔離弁
指針 32　原子炉格納容器熱除去系
指針 33　格納容器雰囲気を制御する系統
保安電源設備 33 条 指針 48　電気系統
緊急時対策所 34 条 指針 44　原子力発電所緊急時対策所
通信連絡設備 35 条 指針 45　通信連絡設備に関する設計上の考慮
補助ボイラー 36 条
第 3章　重大事
故等対処施設
重大事故等の拡大の防止等 37 条
重大事故等対処施設の地盤 38 条
地震による損傷の防止 39 条
津波による損傷の防止 40 条
火災による損傷の防止 41 条
特定重大事故等対処施設 42 条
重大事故等対処設備 43 条
緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための
設備
44 条
原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を
冷却するための設備
45 条
原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備 46 条
原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を
冷却するための設備
47 条
最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備 48 条
原子炉格納容器内の冷却等のための設備 49 条
原子炉格納容器内の加圧破損を防止するための設備 50 条
原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 51 条
水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するため
の設備
52 条
水素爆発による原子炉建屋等の破損を防止するための
設備
53 条
使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備 54 条
工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための設備 55 条
重大事故等の収束に必要となる水の供給設備 56 条
電源設備 57 条
計装設備 58 条
原子炉制御室 59 条
監視測定設備 60 条
緊急時対策所 61 条
通信連絡を行うために必要な設備 62 条
附　則
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別表 6　技術基準省令・技術基準規則 対照表
事　　　　項 技術基準省令 技術基準規則
第 1章　総則
適用範囲 1条 1条
定義 2条 2条
特殊な設計による発電用原子炉施設 3条 3条
第 2章　設計基準対象施設
設計基準対象施設の地盤 4条
地震による損傷の防止 5条 5条
津波による損傷の防止 5条の 2（＊） 6条
外部からの衝撃による損傷の防止 4条 7条
立ち入りの防止 7条 8条
不法侵入の防止 7条の 2 9 条
急傾斜地の崩壊の防止 7条の 3 10 条
火災による損傷の防止 4条の 2 11 条
溢水による損傷の防止 12 条
安全避難通路等 13 条
安全設備 8条の 2 14 条
設計基準対象施設の機能 8条 15 条
全交流動力電源喪失対策設備 16 条
材料及び構造 9条 17 条
使用中の亀裂等による破壊の防止 9条の 2 18 条
流体振動等による損傷の防止 6条 19 条
安全弁等 10 条 20 条
耐圧試験等 11 条 21 条
監視試験片 12 条 22 条
炉心等 13 条 23 条
熱遮蔽材 14 条 24 条
一次冷却材 15 条 25 条
燃料体取扱設備及び燃料貯蔵設備 25 条，26 条 26 条
原子炉冷却材圧力バウンダリ 16 条の 2 27 条
原子炉冷却材圧力バウンダリの隔離装置等 16 条の 3 28 条
一次冷却材処理装置 18 条 29 条
逆止め弁 19 条 30 条
蒸気タービン 31 条
非常用炉心冷却設備 17 条 32 条
循環設備等 16 条 33 条
計測装置 20 条 34 条
安全保護装置 22 条 35 条
反応度制御系統及び原子炉停止系統 23 条 36 条
制御材駆動装置 24 条 37 条
原子炉制御室等 24 条の 2 38 条
廃棄物処理設備等 30 条 39 条
廃棄物貯蔵設備等 31 条 40 条
放射性物質による汚染の防止 29 条，29 条の 2 41 条
生体遮蔽等 27 条 42 条
換気設備 28 条 43 条
原子炉格納施設 32 条 44 条
保安電源設備 33 条 45 条
緊急時対策所 24 条の 3 46 条
警報装置等 21 条 47 条
準用 34 条 48 条
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第 3章　重大事故等対処施設
重大事故等対処施設の地盤 49 条
地震による損傷の防止 50 条
津波による損傷の防止 51 条
火災による損傷の防止 52 条
特定重大事故等対処施設 53 条
重大事故等対処設備 54 条
材料及び構造 55 条
使用中の亀裂等による破壊の防止 56 条
安全弁等 57 条
耐圧試験等 58 条
緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備 59 条
原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための設備 60 条
原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備 61 条
原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための設備 62 条
最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備 63 条
原子炉格納容器内の冷却等のための設備 64 条
原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 65 条
原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 66 条
水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備 67 条
水素爆発による原子炉建屋等の破損を防止するための設備 68 条
使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備 69 条
工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための設備 70 条
重大事故等の収束に必要となる水の供給設備 71 条
電源設備 72 条
計装設備 73 条
原子炉制御室 74 条
監視測定設備 75 条
緊急時対策所 76 条
通信連絡を行うために必要な設備 77 条
準用 78 条
35 条～ 38 条
第 4章　雑則
79 条～ 82 条
附　則
備考：技術基準省令は，平成 25 年 7 月 7 日（技術基準規則施行の前日，すなわち，C期の末日）現在のもの。また，（＊）は，
東日本大震災後に加えられた条項（発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令の一部を改正する省令〔平成 23 年経
済産業省令第 53 号〕。同年 10 月 7 日施行）であることを示す。
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別表 7　新規制基準において新たに要求する機能と適用時期
新たに要求する機能 対策の例示（これと同等以上の効果を
有する措置が求められる）
A B
耐震・対津波機
能（強化される
主な事項のみ記
載）
許 5条 技 6条 基準津波により安全性が損われ
ないこと
基準津波の策定，防潮堤や防潮扉
の設置
5 6 津波防護施設等は高い耐震性を
有すること
防潮堤や敷地内の津波監視施設の
耐震性確保
3 4 （活断層評価にあたり必要な場
合 40 万年前まで遡ること）
必要な場合には断層の活動性を詳
細に調査
4 5 （基準地震動策定のため地下構
造を三次元的に把握すること）
起震車等を用いた地下構造調査
3 4 （安全上重要な建物等は活断層
の路頭がない地盤に設置）
（安全上重要な建物等は活断層の
路頭がない地盤に設置）
重大事故を起こ
さないために設
計で担保すべき
事項（設計基準）
（強化される主
な事項のみ記
載）
6 7 火山，竜巻，外部火災等により
安全性が損われないこと
火山，竜巻，外部火災等による影
響の評価，必要な改造，手順書整
備，訓練
9 12 内部溢流により安全性が損われ
ないこと
内部溢水による影響の評価，必要
な改造，手順書整備，訓練
8 11 内部火災により安全性が損われ
ないこと
内部火災発生防止，検知・消火，
影響軽減に必要な改造，手順書整
備，訓練
12 14 安全上重要な機能の信頼性確保 安全上重要な配管等の多重化
33 45 電気系統の信頼性確保 外部電源 2回線の独立，開閉所や
非常用 DG燃料タンクの耐震性確
保等
22 33 最終ヒートシンクへの熱を輸送
する系統の物理的防護
海水ポンプの物理的防護等
重大事故の対処
するために必要
な機能（全て新
規要求）
44 59 原子炉停止機能 ほう酸水注入設備，手順書整備，
訓練
45 60 原子炉冷却材高圧時の冷却機能 RCIC等起動に必要な弁操作のた
めのバッテリー配備等，手順書整
備，訓練
46 61 原子炉冷却材バウンダリの減圧
機能
減圧用の弁操作のためのバッテ
リー配備等，手順書整備，訓練
○
47 62 原子炉冷却材低圧時の冷却機能 恒設注水設備設置，可搬式注水設
備配備，手順書整備，訓練
○
48 63 事故時の重大事故防止対策にお
ける最終ヒートシンク確保機能
車載代替最終ヒートシンクの配
備，手順書整備，訓練
49 64 格納容器内雰囲気の冷却・減
圧・放射性物質低減機能
格納容器スプレイ代替注水設備の
配備，手順書整備，訓練
○
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50 65 格納容器の過圧破損防止機能 格納容器フィルタ・ベント設備の
設置（BWR），手順書整備，訓練
○
51 66 格納容器下部に落下した溶融炉
心の冷却機能
格納容器下部注水設備の設置，手
順書整備，訓練
○
52 67 格納容器内の水素爆発防止機能 水素濃度制御設備の設置（PWR），
手順書整備，訓練
○
53 68 原子炉建屋等の水素爆発防止機
能
水素濃度制御又は排出設備，水素
濃度監視設備の設置，手順書整
備，訓練
54 69 使用済燃料貯蔵プールの冷却，
遮へい，未臨界確保機能
可搬式代替注水設備，可搬式スプ
レイ設備の設置，手順書整備，訓
練
56 71 水供給機能 水源及び移送ルート，移送資機材
確保，手順書整備，訓練
57 72 電気供給機能 恒設及び可搬式代替交流電源の配
備，恒設直流電源設備（既設）の
増強，可搬式直流電源の配備，手
順書整備，訓練
○
59 74 制御室機能 炉心損傷時の被ばく評価と必要な
資機材，手順書整備，訓練
○
61 76 緊急時対策所機能 地震・津波の影響を受けない緊急
事対策所の確保，被ばく評価，資
機材確保等
58 73 計装機能 プラント状態の把握能力を超えた
場合のプラント状態の推定手段の
整備等
60 75 モニタリング機能 可搬式代替モニタリング設備の配
備，手順書整備，訓練
62 77 通信連絡機能 代替電源から給電可能な通信連絡
設備配備，手順書整備，訓練
55 70 敷地外への放射性物質の拡散抑
制機能
可搬式放水設備配備，手順書整
備，訓練
42
43
53
54
大規模自然災害や意図的な航空
機衝突等のテロリズムによりプ
ラントが大規模に損傷した状況
で注水等を行う機能
地震・津波や意図的な航空機衝突
の影響を受けにくい場所に可搬式
注水設備，電源，放水設備等を分
散配置，接続口を複数用意，手順
書整備，訓練
○
備考：原子力規制委員会の公表資料（http://www.nsr.go.jp/public_comment/bosyu130410_02/0410_07.pdf）をベースに，筆
者が，新要求の各項目に対応する設置許可基準規則・技術基準規則の条項を書き加えたもの。
　A　：2013 年 7 月 8 日の施行日から，必要な機能を全て備えていることを求める。
　B　：○が付された項目については，バックアップ対策として，特定安全施設（仮称）（恒設）〔電気供給機能については，所
内恒設直流電源設備（ 3系統目）〕の設置が求められるが，2013 年 7 月 8 日の施行日から 5年の猶予を認める。
許：設置許可基準規則
技：技術基準規則
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別表 8　設置許可基準規則・技術基準規則 対照表
事　　　　項 設置許可基準規則 技術基準規則
第 1章　総則
適用範囲 1条 1条
定義 2条 2条
特殊な設計による発電用原子炉施設 3条
第 2章　設計基準対象施設
設計基準対象施設の地盤 3条 4条
地震による損傷の防止 4条 5条
津波による損傷の防止 5条 6条
外部からの衝撃による損傷の防止 6条 7条
立ち入りの防止 8条
不法侵入等の防止 7条 9条
急傾斜地の崩壊の防止 10 条
火災による損傷の防止 8条 11 条
溢水による損傷の防止 9条 12 条
誤操作の防止 10 条
安全避難通路等 11 条 13 条
安全設備 12 条 14 条
運転時の異常な過渡変化・設計基準事故の拡大の防止 13 条
設計基準対象施設の機能 15 条
全交流動力電源喪失対策設備 14 条 16 条
材料及び構造 17 条
使用中の亀裂等による破壊の防止 18 条
流体振動等による損傷の防止 19 条
安全弁等 20 条
耐圧試験等 21 条
監視試験片 22 条
炉心等 15 条 23 条
熱遮蔽材 24 条
一次冷却材 25 条
燃料体取扱設備及び燃料体貯蔵設備 16 条 26 条
原子炉冷却材圧力バウンダリ 17 条 27 条
原子炉冷却材バウンダリの隔離装置等 28 条
一次冷却材処理装置 29 条
逆止め弁 30 条
蒸気タービン 18 条 31 条
非常用炉心冷却設備 19 条 32 条
循環設備等 33 条
一次冷却材の減少分を自動的に補給する設備 20 条 33 条
残留熱を除去することができる設備 21 条
最終ヒートシンクへ熱を輸送することができる設備 22 条
計測制御系統施設 23 条
計測装置 34 条
安全保護装置 24 条 35 条
反応度制御系統及び原子炉停止系統 25 条 36 条
制御材駆動装置 37 条
原子炉制御室等 26 条 38 条
原発はなぜ停まっているのか（2）
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放射性廃棄物処理施設 27 条 39 条
放射性廃棄物貯蔵施設 28 条 40 条
放射性物質による汚染の防止 41 条
工場等周辺における直接ガンマ線等からの防護 29 条 42 条
放射線からの放射線業務従事者の防護 30 条
換気設備 43 条
監視設備 31 条
原子炉格納施設 32 条 44 条
保安電源設備 33 条 45 条
緊急時対策所 34 条 46 条
通信連絡設備 35 条
警報装置等 47 条
補助ボイラー 36 条
準用 48 条
第 3章　重大事故等対処施設
重大事故等の拡大の防止等 37 条
重大事故等対処施設の地盤 38 条 49 条
地震による損傷の防止 39 条 50 条
津波による損傷の防止 40 条 51 条
火災による損傷の防止 41 条 52 条
特定重大事故等対処施設 42 条 53 条
重大事故等対処設備 43 条 54 条
材料及び構造 55 条
使用中の亀裂等による破壊の防止 56 条
安全弁等 57 条
耐圧試験等 58 条
緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備 44 条 59 条
原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための設備 45 条 60 条
原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備 46 条 61 条
原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための設備 47 条 62 条
最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備 48 条 63 条
原子炉格納容器内の冷却等のための設備 49 条 64 条
原子炉格納容器内の過圧破損を防止するための設備 50 条 65 条
原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備 51 条 66 条
水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備 52 条 67 条
水素爆発による原子炉建屋等の破損を防止するための設備 53 条 68 条
使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備 54 条 69 条
工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための設備 55 条 70 条
重大事故等の収束に必要となる水の供給設備 56 条 71 条
電源設備 57 条 72 条
計装設備 58 条 73 条
原子炉制御室 59 条 74 条
監視測定設備 60 条 75 条
緊急時対策所 61 条 76 条
通信連絡を行うために必要な設備 62 条 77 条
準用 78 条
第 4章　雑則
附　則
